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第３回原子力委員会定例会議議事録（案） 

 

 

１．日 時  ２００６年１月２４日（火）１０：３０～１２：００ 

 

２．場 所  中央合同庁舎第４号館７階  共用７４３会議室  
 

３．出席者  近藤委員長、齋藤委員長代理、木元委員、町委員、前田委員 

内閣府 

戸谷参事官、森本企画官、池田主査 

経済産業省 

資源エネルギー庁原子力政策課 野田企画官 

原子力安全・保安院企画調整課 高橋課長補佐 

原子力安全・保安院原子力安全技術基盤課 前川課長補佐 

 

４．議 題 

（１）前回議事録の確認等 

（２）電気事業者等により公表されたプルトニウム利用計画について 

（３）平成１８年度原子力関係予算について（経済産業省） 

（４）その他 

 

５．配布資料 

資 料 １  電気事業者等により公表されたプルトニウム利用計画における

利用目的の妥当性について（案） 

資 料 ２  平成１８年度原子力関係予算案について 

資 料 ３  第２回原子力委員会定例会議議事録（案） 

 

６．審議事項 

（１）前回議事録の確認等 

 

（近藤委員長）おはようございます。第３回の原子力委員会定例会議を始め

させていただきます。 

  本日の議題は、１つは、電気事業者等により公表されたプルトニウム利
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用計画について。２つ目が、平成１８年度の原子力関係予算についてとい

うことで、経済産業省からお話を伺うことになっております。３番目がそ

の他でございます。よろしくお願いいたします。 

  それでは、最初に、前回議事録でしょうか。 

（戸谷参事官）議事録の確認をお願いいたします。資料第３号でございます

が、第２回の原子力委員会定例会議の議事録（案）を配付してございます

ので、ご確認をお願いいたします。 

（近藤委員長）資料第３号、いかがでございましょうか。よろしゅうござい

ますか。それでは、これは資料のとおりお認めいただいたということにさ

せていただきます。ありがとうございました。 

 

 

（２）電気事業者等により公表されたプルトニウム利用計画について 

 

（近藤委員長）では、最初の議題。 

（戸谷参事官）電気事業者等により公表されたプルトニウム利用計画につい

て、ご審議をいただきます。本件につきましては１月６日に電気事業者、  

１０社でございますけれども、プルトニウムの利用計画を公表いたしてお

ります。その後、１０日の第１回の原子力委員会定例会議におきまして、

その公表されたプルトニウム利用計画につきまして電気事業者から説明、

ヒアリングを受けたところでございます。それから、この計画に関連いた

します日本原燃株式会社、それから電源開発株式会社からも状況について

ご説明を受けておるところでございます。それから、さらに先週１７日の

第２回の定例会議におきまして独立行政法人日本原子力研究開発機構から

も研究開発用のプルトニウムの利用計画についてのご説明を受けたところ

でございます。 

  そういった経緯も踏まえまして、原子力委員会での議論の整理のたたき

台ということで、資料第１号を用意させていただいておりますので、まず

初めにこれにつきまして読み上げさせていただきます。 

（池田主査）それでは、読み上げさせていただきます。 

  第３回原子力委員会資料第１号、電気事業者等により公表されたプルト

ニウム利用計画における利用目的の妥当性について（案）。平成１８年１月

２４日。１．プルトニウムの平和利用について。 

  （１）プルトニウムの平和利用の担保について。我が国は原子力の研究、

開発及び利用を厳に平和の目的に限って推進することとし、核兵器不拡散
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条約（ＮＰＴ）に加入し、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）と保障措置協定及

びその追加議定書を締結し、国内の関連活動に対してＩＡＥＡの保障措置

を受け入れています。同時に、国自らも国内の原子力活動が平和の目的に

限って行われていることを確認する国内保障措置制度を整備し、運用して

います。 

  具体的には、国は原子力事業者に対して、国が認可した計量管理規定に

基づき核燃料物質在庫変動報告、物質収支報告等を国に提出することを求

めます。あわせて、カメラによる監視、封印の取り付け等を行うとともに、

定期査察に加え、抜き打ち的検査を行うことにより、在庫変動等の確認、

封印の確認等を行います。特に、六ヶ所の再処理工場には、国の査察官等

が常駐し査察を行うことにしています。また、このような計量管理に関す

る情報・査察結果等は、ＩＡＥＡに対して報告されるとともに、ＩＡＥＡ

も独自に査察を実施します。 

  このようなシステムを整備し、厳格に運用することにより、国内に持ち

込まれ、あるいは国内において再処理により分離・回収されたプルトニウ

ムが平和目的以外に転用されないことを確認できることは、国際的な共通

認識となっております。六ヶ所の再処理工場に整備されているシステムも、

この考え方に基づいて平和利用の担保をする観点から妥当なものであると

国際的に認められたものです。 

  （２）プルトニウム利用の透明制の向上について。我が国におけるプル

トニウムの平和利用については、国際的な保障措置体制の下で、厳格にそ

の担保がなされてきていますが、１９９０年代に入り、各国におけるプル

サーマル等による民生プルトニウム利用活動の活性化に伴い、プルトニウ

ムの国際間移動量が多くなりました。このことを踏まえ、プルトニウムの

有する性格上その利用に関する透明性の向上を図ることが望ましいと判断

して、我が国は、民生プルトニウム利用の透明性向上のあり方についての

検討を関係９ヶ国（米、露、英、仏、中、日、独、ベルギー、スイス）と

開始しました。その結果、平成９年（１９９７年）１２月に、各国が自国

の民生プルトニウムの管理状況を公表することなどを含む「国際プルトニ

ウム指針」が採択されました。以来、各国は毎年、民生プルトニウムの保

有量をＩＡＥＡに報告しており、これらは公表されています。 

  平成９年より我が国電気事業者は、軽水炉においてプルトニウム利用を

実施するべく、欧州の再処理事業者に委託して使用済燃料を再処理して、

回収・保管しているプルトニウムを現地においてＭＯＸ燃料に加工し始め

ました。これに加えて、我が国初の商業用再処理工場である六ヶ所再処理
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工場が稼働を開始すると、毎年相当量のプルトニウムが国内で民間事業者

により回収・利用されることになります。 

  原子力委員会としては、こうして民間事業者が国内においてプルトニウ

ムを回収・利用する時代が到来することから、我が国のプルトニウム利用

が厳に平和の目的に限られることについての国内外の理解と信頼の一層の

向上を図るため、利用目的のないプルトニウムを持たないという原則の下

に、プルトニウム在庫に関する情報の管理と公開の充実を図ることとしま

した。そして、平成１５年８月に「我が国におけるプルトニウム利用の基

本的な考え方について」（以降、「考え方」と略。）を決定して、国がプルト

ニウムの管理状況を公表することに加え、より一層透明性の向上を図るた

めのわが国独自の措置として、事業者が六ヶ所再処理工場においてプルト

ニウムを分離する前にその利用目的を示したプルトニウム利用計画を公表

することとし、また、国の研究機関が研究開発に利用するプルトニウムに

ついても商業用プルトニウムに準じた措置を行うものとする考えを示しま

した。 

  これまでの国内外の実績を踏まえれば、再処理工場で回収されたプルト

ニウムの利用先や利用時期が詳細に確定するのは、相当期間の貯蔵の後に

なることもあります。しかしながら、原子力委員会としては、国内におい

てプルトニウムという機微物質を民事事業者が回収するにあたって、未だ

詳細な利用計画を確定するに至っていないとしても、毎年、次年度に回収

を予定するプルトニウムを含むプルトニウムの利用計画を明らかにするこ

とは、常に最新の利用計画が段階的に詳細化されつつ公開されているよう

になるので、その利用に関する透明性を高く保つ観点から適切と考えてい

ます。 

  ２．電気事業者の公表したプルトニウム利用計画について。電気事業者

が公表したプルトニウム利用計画によれば、平成１７年度と１８年度に行

われる六ヶ所再処理工場のアクティブ試験で回収されるプルトニウムは、

今後六ヶ所村に建設が行われるＭＯＸ燃料工場でＭＯＸ燃料に加工して、

自社の原子力発電所におけるプルサーマル利用に供するか、あるいは高速

増殖炉等の研究開発の用に供するべく日本原子力研究開発機構に譲渡する

か、もしくは設置許可を申請中の大間発電所においてプルサーマルを計画

している電源開発株式会社に譲渡するとしています。また、プルサーマル

利用に供する場合、その時期はＭＯＸ燃料工場のしゅん工が予定されてい

る平成２４年度以降であり、それまでの間は六ヶ所再処理工場において貯

蔵するとしています。また、この量のプルトニウムから製造されるＭＯＸ
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燃料は各社が計画しているプルサーマル利用に要するＭＯＸ燃料の約０．

２～０．６年分に相当するとしています。なお、電源開発株式会社は、各

電気事業者からの譲渡を受け、大間発電所においてプルトニウムの利用を

計画しています。 

  なお、各電気事業者は、原子力委員会に対する本公表内容の説明に際し

て、海外に所有しているプルトニウムの量も公表し、これを用いてのプル

サーマルの実施に向けて、許認可を受ける活動を含む取組あるいはその準

備活動を行っていることについて説明しました。原子力委員会は上記「考

え方」において、このプルトニウムをプルサーマル利用に供する場合には、

海外でＭＯＸ燃料に加工する段階において、利用場所等を公表することと

していますが、今回は、こうした公表はなく、今後こうした取組や活動を

経た上での燃料加工の段階で利用計画を公表することとしています。 

  原子力委員会は、各電気事業者により明らかにされた平成１７、１８年

度に回収するプルトニウムの利用目的は、こうした説明を踏まえると、現

時点の状況を適切に示しており、我が国におけるプルトニウム利用の透明

性の向上の観点から妥当なものと考えます。 

  なお、原子力委員会は、原子力政策大綱で、事業者に対し、プルサーマ

ルを計画的かつ着実に推進し、六ヶ所再処理工場の運転と歩調を合わせ、

国内のＭＯＸ燃料加工事業の整備を進めることを期待するとしていますの

で、今後とも、プルサーマル計画の進捗、六ヶ所再処理工場の建設・運転

操業、ＭＯＸ燃料工場の建設の進捗等の状況を注視していきます。電気事

業者においては、適切な事業のリスク管理の下でこれらに積極的に取り組

み、次年度以降、取組の進捗に応じて利用目的の内容をより詳細なものに

していくことを期待します。なお、プルサーマル計画の進捗状況、六ヶ所

再処理工場等の稼働状況等により利用計画への影響が懸念される事態が発

生した場合には、電気事業者は、「考え方」を踏まえ、今回公表された利用

計画の見直しを行うことを期待します。 

  ３．日本原子力研究開発機構の公表したプルトニウム利用計画について。  

日本原子力研究開発機構が公表した、研究開発用プルトニウムの利用計画

によれば、東海再処理施設で平成１７、１８年度に回収されるプルトニウ

ムは、後年東海研究開発センターにある燃料加工施設において高速炉燃料

に加工し、同機構が保有するもんじゅ及び常陽にて利用するとしています。

現在もんじゅは運転停止中ですが、運転再開のために同機構は改造工事を

進めるなど運転再開のための準備活動を行っていることから、同機構が公

表した利用目的は妥当なものと考えます。なお、その利用に関する透明性
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を確保する観点から、進捗に従って順次、利用目的の内容をより詳細なも

のとして示すとともに、利用計画への影響が懸念される事態が発生した場

合には、今回発表された利用計画の見直しを行うことを期待します。 

  また、今後、同機構が保有するプルトニウムのみでは両炉の運転を継続

することができなくなることも想定されるので、同機構は、六ヶ所再処理

工場で回収したプルトニウムを電気事業者から譲り受ける場合があるとし

ています。この説明は電気事業者による説明と整合しています。 

以上でございます。 

（近藤委員長）はい、ありがとうございました。 

  この資料は、この議題、確認という作業で、決定文をつくる作業ではな

いのだから文章を紙にする必要はないのではないかと思いつつ、議論を効

果的に進めるために字にしてみたものでございます。これをベースに先生

方のご意見を伺えればと思います。 

  齋藤委員長代理。 

（齋藤委員長代理）最近まとめました原子力政策大綱において、限られたウ

ラン資源を有効に使っていくという観点から、プルサーマルを行い、そし

てまたそのために我が国において再処理を行い、そこで燃料を確保して循

環してリサイクルするということを決定しているわけであります。今回各

電力会社からご説明いただいたプルトニウム利用計画は、それに沿ったも

のであり、また、プルトニウム利用の透明性向上の基本的考え方に合致す

るもので妥当なものであると思います。 

  ここで改めて２点ほど申し上げたいのは、やはりこういった事業という

のは計画どおり進まないこともあり得るわけでありまして、この文章でも

述べておりますように、何か不都合等が起こり、計画の変更が余儀なくさ

れるような場合が発生した場合には、速やかにそれについての検討が重要

であります。私ども原子力委員会としては各年度ごとに定期的にプルトニ

ウム利用計画を伺うということになっておりますが、それに限らず利用計

画の見直しが行われた場合には、年度の途中でもご報告いただくことが大

事なことであると思います。 

  もう１点は、政策大綱でも述べておりますし、また各電気事業者の方々

からもご説明ございましたように、この事業を進めていくにあたっては、

やはり電気事業者等においては原子力発電所あるいは原子力施設の安全運

転の徹底、品質管理の向上、こういったことが大事であり、それによって

国民及び地域住民の信頼を得ることで計画が円滑に進められていくもので

あると思います。電気事業者等、関連の方々においては改めて安全運転、
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安全の確保についてご努力をいただきたい。また、このプルサーマル等の

必要性については政策大綱にも述べておりますが、国側も国民や立地地域

との相互理解を深めていくということが大事ではないかと思います。 

  以上です。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  ご指摘の最初の年度途中云々の点は３ページの第３段落のなお書きの中

の、「なお、プルサーマル」云々とあるところ、これは年度ごとに報告があ

り、しかし、なお、年度途中でも変化があれば見直していただきたいと、

この読みについて念のため解説を加えていただいたという理解でよろしゅ

うございますか。 

（齋藤委員長代理）ええ。 

（近藤委員長）それから、２つ目の点については、大事なことと思いますが、

これはそのなお書きの第３段落で、整備を進めることを期待し、プルサー

マル計画の進捗等々について注視していきます、としているところについ

て少し敷衍し、事業者の信頼の確保活動について具体的に注文をつけたと

いうことでよろしゅうございますか。 

（齋藤委員長代理）はい。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  では、木元委員。 

（木元委員）私はここの土台というか基本的なものとして踏まえている平成

１５年８月５日の「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方に

ついて」を決定するときに、現場にいた人間ということになるんですけれ

ども。今回、このときのことを強く思い出しました。この考え方が決定す

るまでの間には、いろいろと討議を重ね、こういうペーパーになったとい

う認識を持っております。そのことから、今回のこのたたき台として出さ

れたペーパーを拝見して、私なりに考えたことと、それから、今日のたた

き台ができるまでに、近藤委員長を中心に皆さん方と協議させていただい

たことを反芻しながら、今日は質問を兼ねて意見を申し上げさせていただ

きます。 

  原子力委員会のホームページを見ますと、私たちが確認する妥当性をど

う評価するかということについてのご質問がかなりきています。また、１

月１９日に私の部屋のところに４団体の代表の方がお見えになっていろい

ろお話をお伺いさせていただきましたし、ご意見もいただきました。その

中の２つのことだけご紹介させていただきます。ほかはプルトニウム利用

計画を中止せよとか、六ヶ所村の操業をとめろとか、再処理をして有効利
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用するということそのものをやめてほしいというご意見であり、プルトニ

ウム利用計画についての妥当性の確認ではないからです。 

  １つは、利用計画について妥当性の確認をする前にパブリックコメント

を募集してほしい、それから、各地でこれについての公聴会を開いてほし

いというご意見でした。 

  それから、もう１つは、この原子力政策大綱の冊子の、９７ページです

か、下の方に書いてありますが、この計画の妥当性の確認の観点というと

ころです。そこのところでプルトニウム利用に向けた電気事業者の取組で、

例えばプルトニウム実施に向けた地元との調整とか、それから法令上の手

続の状況、再処理、ＭＯＸ燃料加工の現状等、こういうものはどこまで進

んでいるのかということを吟味した上で評価をちゃんとすべきではないか。

法令上の手続、現状をどういうふうに踏まえているのか、ちゃんと確認し

たのか、していないのではないかというご意見をいただきました。 

  この２つについて、私なりにここまでの議論の中で確かめたことをお話

したいと思いますが、委員長初め皆様方のはっきりしたご意見を伺えれば

ありがたいと思っております。 

  最初の、パブリックコメントの募集をというご要望ですけれども、この

１５年８月５日のときもこの利用計画というのは事業者と我々委員会が、

社会的にも、国際的にも日本は利用目的のないプルトニウムを持たないと

いうことを確認するために出して下さいということでした。それは私ども

と事業者の方々との非常に固い約束のもとになされたものであるというよ

うことです。そういう約束のもとにいただいた利用計画です。ですから、

委員会は、この計画が適正に行われている、適正に事業者がご判断なさっ

たドキュメントであると、そのことを確認するものである。これにとどま

るんじゃないかという意識が私にはあるんです。ですから、これはパブリ

ックコメントにかけるとなると、またそこに意見募集手続も必要です。そ

の要件は規制の制定であるとかあるいはそれを改廃するとかの場合で、そ

ういうときにはパブコメにかけたりすることがありますけれども、今回は

政策決定でもありませんし、委員会と事業者のお約束の確認という形から

いえばパブコメにかける性質のものではないのではないか、という気がい

たします。 

  また、やるとすれば、事業者の方々が独自にやってらっしゃる公聴会、

意見交換会などの活動もありますので、その中で行われるものかなという

思いです。これを各先生方がどう評価なさるかということがありますが、

今回は、委員会としての考えを示すものなので、それをパブコメにかける
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ということはちょっと馴染まないという感触を持っております。 

  それから、２つ目の９７ページにあった確認の観点の中の１つ、法令上

の手続の状況、これについてなんですけれども。例えば法令上の手続とい

うと、今までなされていることもあるしなされていないこともあります。

まだ途上にあるという認識です。電気事業者の方々の工事計画の認可であ

るとか、あるいは燃料の検査だとかいろいろありますが、このプルサーマ

ル利用についての細かいことは各社各様の進捗状態だと思っています。で

すから、それは事業者の方々が今、主体的に行っていらっしゃることであ

るので、それをこの場で１つ１つ確認していく事項とは違うように思いま

す。 

  今日のたたき台に書かれてある、３ページの真ん中の段落。委員長代理

もおっしゃったんですが、やはりこういうような進捗状況等を大変注意深

く見つめていくという行動が私たちに問われてくるのであって、そのこと

を強調していけばいいのではないか。そうなってくると、このたたき台に

あるように、妥当性があるとしてもいいのかなと私なりに思いました。 

  ここまで確認して、お互いがやり合って、実は最終的にこのたたき台が

でき上がって私が目にしたのはきのう夜中を過ぎてましたけれども、これ

だけ議論した結果ということで、私なりには納得できたという気持ちを持

ちました。 

  この２つのことについてぜひご意見承りたいと思います。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  ２つの点については、問題提起というより木元委員のお考えが表明され

たということかと思います。この２つの点についてのご意見をいただいて

もいいですし、それ以外の点でもよろしゅうございます、引き続きご発言

いただきたいと思います。 

  町委員。 

（町委員）今回事業者あるいは原子力機構からいろいろお話を聞いたんです

が、利用目的あるいは利用計画を明確にされているというふうに私は印象

を受けました。ただ、一部の電気事業者の場合は、例えばＭＯＸ燃料を使

うプラントが特定できないという場合もありましたけれども、それはこれ

からさらに詳細を詰めていくということで、できるだけ速やかにやってい

ってくれるように期待したいわけです。 

  それから、この場合にやはり地域の方々との理解というのがそういう計

画をつくる上で一番重要なファクターになっているので、さらにＭＯＸ利

用の国としての必要性あるいはもちろん事業者としての必要性、それから
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安全性ということを十分に説明する機会をできるだけたくさんつくってや

っていただいて、その進みぐあいを逐次報告していただければありがたい

と。 

  それから、プルトニウムは核兵器につながるということが１つの大きな

懸念として国際的にもいわれているわけですけれども、それについては今

回のこの案の最初の段落に書かれておりますが、ＩＡＥＡのことが余り書

かれていないんですけれども、ＩＡＥＡはまさに国際的な中立的な立場か

ら、特にその追加議定書のような核査察を強化する仕組みも既に日本は批

准しておりまして、そういうものを含めて非常に厳格にプルトニウムが兵

器転用されないということを証明というか、確認しておりまして、そうい

う点でも日本は、しかも追加議定書を早期に批准し、かつＩＡＥＡが細か

くいろいろな各施設を調べて全くそういう拡散の形跡はないし、したがっ

て統合保障措置を適用するということにも昨年なりましたので、非常にそ

ういう意味でのリスクは少ないと。 

  それからあと、ここに国際プルトニウム指針が引用されておりますけれ

ども、これはここに書いてある９ヶ国がいろいろ検討して合意したガイド

ラインでして、これはＩＡＥＡにはインフォメーションサーキュラーとし

て配られているというものなんです。その中にプルトニウム管理マネジメ

ント政策に対する１つのガイドラインがあって、プルトニウムバランス、

需給バランスですね、需給バランスを、合理的な在庫、実際にプラントを

動かすのに必要な合理的な在庫というものも考えに入れて需給バランスを

とっていくことが大事だと書いてあります。それはできるだけ現実的に可

能な限り早い時期にということが書かれております。そういう観点からし

ても日本の場合、ご説明のあったような努力をしているということで特に

問題はないのではないかというふうに考えております。 

  以上です。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  前田委員。 

（前田委員）今回こういう形でプルトニウム利用計画が公表されたのは初め

てなわけでして、我々としても初めてこれの説明を聞いて、これに対して

どういう判断を下すかということで、判断のよりどころになるものが何か

なということだと思います。それで、これはあくまでも透明性を高めると

いう観点でありますからそういう観点から判断の根拠は何かということを

考えるわけですけれども。 

  今、町委員も引用されましたＩＡＥＡの国際指針というのが９７年にで



- 11 - 11

きてまして、そこにプルトニウム管理政策として考慮すべき点として、核

不拡散とか環境政策とかあるけれども、それ以外にもプルトニウムの資源

的価値だとか、プルトニウムの在庫を考慮に入れたバランスということが

書いてあるということです。 

  それを受けて、日本政府が日本のプルトニウム利用政策というものをＩ

ＡＥＡに出しているわけですけれども、その中でその利用計画、そこには

プログラムと書いてあったと思いますが、日本のプルトニウム利用のプロ

グラムを実施するのに必要な量を超えるプルトニウムは置かないと、こう

いうふうに書かれているわけなので、これは１つの判断の観点になるのか

なと。そして、この中には先ほどＩＡＥＡのガイドラインに書いてあった

ような適正な運転在庫というのが含まれたものであると、こういうふうに

考えられると思います。 

  原子力委員会が２００３年、平成１５年に決めた考え方は、この２つの

ことがベースになって決められたガイドラインだと思います。それで、そ

ういったものがあるということで、今回公表された利用計画を見てみます

と、その考え方に合った判断をしているということになるわけです。まず、

今回公表されたものは１７年度、１８年度というアクティブ試験の初期の

回収プルトニウムを対象にしている。すなわち、プルトニウムが民生用に

本格的に回収され始めるその最初から我々はこういうものをきちんとフォ

ローしていくんだということが１つあると思います。 

  ただ、当然ながら再処理工場だとかＪＭＯＸ、国産のＭＯＸ工場だとか、

あるいは各電力のプルサーマル計画だとか、それぞれのプロジェクトのい

ろいろな状況によって進展の状況というものは全く歩調を一にしてという

ことはないわけで、前後があることはやむを得ないものだと思いますけれ

ども。これは、将来２０１２年にＭＯＸ加工工場が運転開始されるわけで

すけれども、それに向かって各当事者がそれぞれの理解活動あるいは技術

的な活動、事業の管理活動を進めて、そして徐々にこれを具体化していく

ということになっていくと思います。 

  今現在はまだ第１回目ということですから、皆さんがそういう努力をし

ているということを確認したということでいいんだと思いますけれども。

これから先、年次が進むに従って、そういったことのより具体的な詳細な

フォローをしていくということで、引き続いてこれをこの計画の妥当性と

いうものを確認していくということであればいいのではないかと、このよ

うに思います。 

  結論としては、したがって、今回のこのように第１回目の確認をしたと
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いうことは私は妥当だと思います。 

（近藤委員長）はい、ありがとうございました。 

  齋藤委員長代理。 

（齋藤委員長代理）木元委員のパブリックコメントと公聴会の件ですが、木

元委員がおっしゃったとおりで私は同意いたします。理由は、木元委員が

おっしゃったようなことで繰り返すのはやめます。今後は、国民や地域住

民の方々にご理解いただくという活動を日常的に事業者並びに、我々も含

めて国が順次やっていくことが重要で、先程の２点については木元委員の

おっしゃったことで私はよろしいのではないかと思います。 

  それから、もう少し敷衍して申し上げますと、今、中国とかインドも相

当な勢いで原子力発電を導入しつつあり、再処理政策をとることとしてい

ます。また、最近アメリカの議会でも再処理がやはり必要ではないかとい

う意見も出てきているやに聞いております。その中で平和利用に徹し、こ

のように透明性を持って行うことで日本が世界の範になるということも大

事なことであって、原子力の平和利用のトップランナーとしてこういった

透明性、計画性をきちんと公表し、それをウォッチしていくということが

大事だと考えております。 

（近藤委員長）はい、ありがとうございました。 

  木元委員のご意見にあった大綱の９７ページにあるところですね、法令

上の云々という。これはおっしゃられたように、安全協定基づいて進めて

いるとか、設置許可を申請したとか、それから一次審査が終わったとかそ

ういうことについてはパブリックにされているところ、それがこの間のご

説明の中にもある。それについてはそれをリストした紙をここに用意する

までもなく、最近の情勢について適切な説明を伺ったとしてよいというこ

とですね。それ以上の詳細な手続の進捗状況について、審査会等でいつど

んなことが議論されたか等、公開されているものについては我々知り得る

わけだけれども、そういうこととかそれ以外の知り得ないものについてま

で調査しなきゃならないかというと、この９７ページはそういうことを言

っているものではないという整理でよろしいのかと。 

  それから、パブコメの要否の点については、ここで我々が行う作業は事

業者の公表したものが趣旨に沿った適切な公表内容であるということを確

認することで、何らかの処分の決定を行うものではないので、我々として

そういう判断をしたということでパブコメは不要ということでよろしいと

いうことに同意するということなんだと思いますけれども。この点につい

てほかの方から意見ありますか。 
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  前田委員も少し注文をつけたいようにおっしゃられたように思いますけ

れども。 

（前田委員）いえいえ、今の点については私はそれで。 

（近藤委員長）よろしいですか。 

（前田委員）はい。 

（近藤委員長）そうすると、これでここに書いてあるような確認をし、なお

今後の事業者のプルサーマルに向けての進捗を大変注意深く見つめていく

と言って、我々の作業は終わりということかなと思いますけれども。 

  私がちょっと気になりましたのは、先ほど町委員が紹介され、前田委員

がその内容に触れられたＩＡＥＡのガイドラインの中に、各国のプルトニ

ウムマネジメントについての考え方というか、それだけ取り出していうと

際立つんですけれども、核不拡散政策等々のさまざまな活動の最後のポイ

ントとして、適切なワーキングストックに配慮しつつ、可能な限り速やか

に需給バランスをとることの重要性にノートしましょうということが書い

てあるところです。９７年の段階で、このような認識を各国が共有したこ

とを受けて、多分２０００年長計（原子力の研究、開発及び利用に関する

長期計画）で在庫の情報の管理と公開の充実というような表現でこの認識

が政策の中に取り込まれた。その後、民間事業者が国内でプルトニウムを

ハンドリングする時代の到来に備えて、さらに検討を進めて、今日の作業

の根拠となる２００３年、平成１５年８月の決定に至ったということかと。

この決定内容が９７年のその認識とどういうふうにリンクしているかにつ

いては木元委員がいわば生き証人でよくご存じなんだと思いますけれども、

私が忖度するに、そこにはいろいろな議論があったと思うんです。 

（木元委員）はい。 

（近藤委員長）そして今度の新計画策定会議でも皆さんにこの議論を再びし

ていただいたわけです。そこでは、記憶が間違ってなければ、単に需給の

バランス表を見てなるほどというのはどうもいわばものごとが遠くにある

時に使えるもので、ビジネスが実際近づいてくれば当然に適正な在庫を考

えてという議論になるはずで、それが既に９７年に国際的にはそういうこ

とで合意されているところ、それをどういうふうに議論するか、また、２

００３年の決定ではこの点について何を考えたのかという議論があった。 

  で結局、２つ。１つは、適正在庫というものを我々がえいやと決めるべ

きかというと、それはビジネスモデルに依存するのでなかなか決められな

いんじゃないかという議論になったこと、もう一方は、そもそもは、我が

国の保有するプルトニウム量がどんどんふえていってしまうんじゃないか
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ということに関する懸念をどう払拭できるかという問題があって。いろい

ろ考えてきたところ、原子力委員会は２０００年長計で今後は海外で再処

理はしないことと。つまり、できたものは全部即時プルトニウムに変えて

しまうということはしないとで、国内の再処理施設に限定して再処理し、

残りは中間貯蔵することを決めた。 

  さらには、これは行政改革との関係で決めたことですが、東海再処理工

場も２００５年ぐらいからは研究開発のための再処理に限定し、いわゆる

プルトニウムを回収することを第一義的目的とする活動をしないとした。

今の施設ではもっと再処理できるはずなんだけれども、それはしないで研

究開発の用がある限りにおいてやるということになった。そして、国内の

再処理能力の範囲でプルトニウムを生産し、それを主としては当面プルサ

ーマルで使っていくとした。 

  さらに、当然のことながら、プルトニウム貯蔵容量には限界があるわけ

ですから、そういう意味で全体として事業として適切な在庫の上限という

ものが見えてきたのではないかと。そこで今後透明性の向上の方に力点を

置いてモニターしていくというのが原子力委員会の主たる業務かなという

ことで２００３年の決定がされたのではないかと。そんなやり取りをさせ

ていただいて、そうすると政策大綱においてはこの基本的考え方を連用す

べしとし、ほぼ２０００年長計と同じ在庫の情報の管理と公開という表現

でこの問題を整理したのだと記憶しています。 

  で今日、この公表内容の妥当性を確認するということで、この行為は何

かということについて議論になっているのですけれども、これはさまざま

な行政規制、規制という言葉を使っていいのかどうかわからないんですが、

法律上、公益の観点から適切と思うことについて私企業に対して行動計画

を公表することを要請するということがあります。つい最近でいえば各事

業者は少子化対策計画を公表しなさいという法律が成立している。これは、

ブレッジアンドレビュー、そういう取組みについて計画を公表させること

によって、自ら実施の責任を負っていくという縛りがかかることを期待す

る行政制度ですね。原子力委員会が２００３年に考えたのもそういうこと

なんだとこの紙では整理しています。ですから公表されたことが趣旨に沿

った取組を適切に説明しているということについて確認することが妥当性

の確認ということとしています。そういう解釈で今日の紙ができている。

この紙にもそう書いてあるので、いあまさらこういうことを皆さんに講釈

するのはちょっと申しわけないんですけれども、念のため申し上げました。 

  で、そういうことであるとすれば、前田委員のおっしゃったように、ア
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クティブ試験の結果で来年度に回収されるこの量のプルトニウムのことに

ついては、第一回の発表としてはこの状況説明で妥当と判断してよいとい

う、そういうこともあるかとも思うのですけれども、ここは趣旨に則った

取組の状況が適切に公表されたということでよいのかなと。この文章は現

時点の状況をと、まとめていてそうははっきり書いていないのですけれど

も。 

  で、結論として、委員会としてはこの紙にあることに皆様のご意見をあ

わせ加えて、公表された利用目的は妥当なものと確認したことにさせてい

ただくと、そういうことでよろしゅうございますか。 

（木元委員）はい。ですから、１５年８月５日の原子力委員会の決定という

のは、今委員長がおっしゃってくださったように、委員の方ともかなりの

議論をやりましたし、事業者の方々とも激しいやりとりがありました。だ

けれども、原子力委員会は平和利用の番人であるという大きい観点から、

国際社会というか、国内もですが、それへのお約束をした、誓約をしたと、

そういう視座でこのペーパーの考え方ができ上がっている。そういう観点

から、今回も議論したという認識を持っています。 

  ですから、これが第１回であって、これで終わるものではない。これか

ら継続していくのだということで、第１回目としてはこのペーパーが納得

の結集であるということだと考えます。 

（近藤委員長）そうですね。そこは他の委員からもご発言がありましたが、

重要なこと。なお書きでこの程度しか書いてないんですけれども、要する

にこの「基本的考え方」の求める１７年、１８年度回収される合計で１．

７トンでしたか、そのプルトニウムについてはこういう整理なわけですけ

れども。なお書きにありますように、欧州に既にあるプルトニウムについ

ては当然のことながら、持ち帰るという契約をされているに相違ないとこ

ろ、それは一種の国際約束、それについて着実にあるいは実行可能な限り

速やかに利用することは、それ自体そうすることが国益にかなうというこ

と、そういう認識を事業者は当然お持ちだと思いますけれども、それにつ

いては原子力委員会としても当然そうしていただけると、そういう問題意

識を持ってその行動を注視するとしているところであります。これについ

ては大綱において既に期待を述べているのですけれども、この機会に改め

てそうした努力を事業者がなすことに対する期待をここで表明し、かつ政

府もまた国民の皆様にそうしたことの重要性について相互理解の努力を払

っていただきたいと、これもまたお願いをしているのですが、大綱にある

ようにそれらについて今後当然に評価を行っていくことになります。 
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  それでは、この紙の文章、特になお書きの部分についての理解をややく

どく申し上げましたけれども、この文章に各委員のコメントを含めたもの

をもってこの作業は終わりとし、パブコメの要請については今申し上げた

趣旨ですので、これにはなじまないと判断したとしたいと思いますが、よ

ろしゅうございますか。 

（「はい」という声あり） 

（近藤委員長）それでは、この件についてはそのようにさせていただきます。 

 
 

（３）平成１８年度原子力関係予算について（経済産業省） 

 

（近藤委員長）では、次の議題。  
（戸谷参事官）続きまして、平成１８年度の原子力関係予算案についてとい

うことでございまして、本日は経済産業省の予算案についてのヒアリング

でございまして、野田企画官、高橋課長補佐、前川課長補佐からよろしく

お願いいたします。  
（原子力政策課野田企画官）それでは、平成１８年度の経済産業省関係の原

子力関係予算に関しまして簡単にご説明させていただきたいと思います。

お手元の資料の３ページ目でございますが、一覧表がございます。これで

当省の関係予算、まず全体の額をご説明したいと思います。  
  当省の１８年度関係予算は１，６３１億円となってございます。安全関

係が３３６億、それから推進側の予算が交付金を含めまして１，２９５．

４億ということで、合計１，６３１億でございます。対前年度の伸びで見

ますと、両方ともマイナスということになってございまして、電源特会の

方がかなり厳しい査定ということになってございますが、個々の内容で見

ますと、大体当初の想定の事業を確実に行えるという額は確保できている

というふうに考えておりまして、着実に事業を進めてまいりたいというふ

うに考えているところでございます。  
  それで、１８年度の主な取組、重点項目に関しましてそれぞれ安全分野

と、推進分野ということでご説明をしたいと思います。最初の１ページ目

に戻っていただきまして、一番下のパラグラフから原子力政策関係という

ことで、まず（１）として、広聴・広報活動の関係でございます。広聴・

広報関係の予算でございますが、１８年度が３９．６億円という額になっ

てございます。これは前年度で比較しますと４０％減ということになって

ございます。昨年度、広報関係予算ではさまざまな議論、国会でのご指摘
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ということを受けまして、４０％の減額となっているところでございます。

１８年度は、ここにございますとおり、双方向性の広報活動、それから産

消交流といったことを充実してやっていきたいと思いますし、減額となっ

てございますが、競争入札を活用することによりましてより効率的な広報

活動を、それから実際の運営にあたりまして単価の査定が難しい場合には

アドバイザリーチームということで専門の方に入っていただいて、適正性

を評価するという方で効率的な運用を図ってきちんと実行していきたいと

考えております。  
  幾つか国会での議論の指摘を受けまして、１８年度で廃止になった事業

というのもございますが、こういったものに関しましては原子力広報のあ

り方ということを専門家の方も入っていただきまして議論していただきま

して、計画をつくって、必要なものに関しましては１９年度予算という形

で反映をしていきたいというふうに考えているところでございます。  
  続いて、次のページめくっていただきますと、（２）でございますけれど

も、放射性廃棄物対策の強化ということでございます。これは１８年度予

算額が４８．３億円という額になっておるところでございます。若干の減

額という形になっておりますが、これも十分当初の事業を実施するだけの

額が確保されているというところでございます。  
  地層処分技術関連でございますが、１８年度からは実際の概要調査の基

盤整備というところでございますが、ボーリング技術の高度化とか、それ

から物理探査の確証と、そういった実際の地質環境調査に用いる技術、そ

ういったものの実証試験というものへ重点化をしていきたいと考えている

ところでございます。  
  それから、管理型処分技術ということで、余裕深度処分技術開発という

のを１８年度から開始をしようとしておりまして、そういった形の技術開

発を引き続きやっていきたいということでございます。  
  それから、（３）としまして核燃料サイクルの推進でございます。１つ目

が、新型軽水炉対策ということでございますが、大間のＭＯＸ原子力技術

の開発でございます。これは１８年度、３８億円の予算をつけさせていた

だいております。これも若干の減額ではございますが、十分当初の計画を

実施するだけの予算は確保されているところでございます。  
  ２番目がウラン濃縮ということで、高性能の遠心分離機の技術開発でご

ざいます。この項目の１８年度予算額は２９億円という形になってござい

ます。これも若干の減額でございますが、当初予定どおりカスケードを組

みましてその実際の能力の評価というのを実施する当初の計画どおりに予
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算額が組まれているところでございます。  
  それから、３番目がＭＯＸ燃料加工技術開発でございまして、ＭＨ法に

よるＭＯＸ粉末混合技術の適合性の確証でございます。この予算は１８年

度は１．５８億というところでございまして、当初の金額が確保されてい

るところでございます。  
  続きまして、（４）でございますが、軽水炉に関する研究開発ということ

でございます。１つ目が２０３０年前後のリプレイス需要を見越した、も

しくは海外での市場を見越した次世代の軽水炉開発のＦＳ用の予算でござ

いまして、これが５，０００万円ということで要求どおりの金額がついて

ございます。１８年度及び１９年度、２ヶ年かけましてこのＦＳを行いま

して、これ以降、新型の軽水炉のための要素技術開発といったようなとこ

ろに入っていきたいと考えているところでございます。  
  それから、２つ目が、これは当省の提案公募事業でございます。１８年

度予算が１９億円ということで、１７年度の額が２１．８億ということで

若干の減額にはなってございますが、十分採択しました提案公募事業とい

うものを継続できる額が確保されているところでございます。  
  続きまして、（５）でございますが、これは交付金関係の予算でございま

す。１８年度予算額が１，１０７億５，０００万円という額でございます。

これは１５年度に交付金制度が登場しまして、１つのメニュー制度にしま

して地元の方で使いやすい制度に直したところでございます。したがいま

して、その事業を着実に行っていきまして、地元のさまざまなニーズに対

応していくというような使いやすい制度にしていきたいと考えております。 
  さらに、原子力発電所の高経年化、それから核燃料サイクル施設の推進

という観点から新たな交付金制度を設けてございまして、３０年の運転を

終えました炉に対しまして、この都道府県及び市町村に対して新たな交付

金制度を創設したところでございます。  
  さらに、核燃料サイクルということでプルサーマルもしくは中間燃料貯

蔵といったようなものに対して同意をしていただいた地方自治体、地元自

治体に対しまして、新たな交付金制度を設けさせていただいたということ

でございまして、これは要求したものがきちんとついたというところでご

ざいます。  
  それから、（６）でございますが、原子力人材の育成ということで、原子

力の保守、点検、メンテナンス、品質管理といったものに携わる地元の企

業に対する研修制度でございます。これに関しまして６，３００万円の額

がついてございます。若干ちょっと要求額から減額になってございますが、
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十分運用できる額が確保されたと考えているところでございます。  
  以上が推進側の方の概要でございまして、続きまして、安全側の方を。  
（原子力安全・保安院企画調整課高橋課長補佐）よろしくお願いします。原

子力安全・保安院の企画調整課で予算の方を担当させていただいておりま

す高橋と申します。よろしくお願いします。  
  それでは、お手元の資料３ページをごらんいただけますでしょうか。原

子力関係政府予算案の全体像ということで、原子力安全関係が上の方にご

ざいます。こちら全体像を見ていただきますと、去年が３４８．８億円だ

ったものが、１８年度予算では３３６億円ということで、３．７％減とい

うことになってございます。  
  １８年度の予算要求にあたっての基本的な私どもの考え方でございます

が、１８年度の予算要求におきましては、国会でありますとか財政審議会、

経済財政諮問会議でいろいろなご指摘を受けたところでございます。そう

いうことでございますものですから、既存の事業に関しましては厳しく見

直し、効率化を進める一方で、真に必要な事業については必要な金額を確

保するべく全力を挙げたというのが今年の全体像でございます。これによ

りまして、原子力の利用の大前提であります安全確保に万全を期すという

ことでございまして、必要な金額についてはきっちりと確保できているも

のという理解でございます。  
  ３ページ目のこの表の中を見ていただきますと、お分かり頂けますとお

り、今年度のポイントとなってまいりますものは原子力発電安全対策とい

うことでございます。高経年化対策の分野等で大幅に拡充をさせていただ

き、新規施策を立てさせていただいたという格好でございます。ここの部

分がふえておりますが、その他は先ほど野田企画官の方から説明がありま

したとおり、単価の見直しでありますとか、予算の積算と執行の乖離、こ

ういうところをきっちりと見直させていただいて、効率的な予算にさせて

いただいたということでございます。  
  全体的な内容といたしましては、１ページ目にも書いてございますけれ

ども、１５年度に抜本的に改正いたしました原子力安全規制の確実な遂行、

充実を目指すということでございます。特に今年度、高経年化対策という

ところを重点的に強化しております。こういうことを通じまして、立地地

域の皆様の安全に対する信頼の確保、安全の醸成に努めていくということ

でございます。それに加えまして、広聴・広報活動につきましても直接的

な対話のコミュニケーションを実施するなど、きめ細かい対応をしていき

ます。また、原子力防災、核物質防護対策でございますけれども、こちら
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につきましては引き続きオフサイトセンターもしくは防災資機材の整備、

防災訓練につきまして、引き続ききっちりと支援をしていくという格好で

考えてございます。核物質防護対策につきましては、最近特に国際的なテ

ロの恐怖の高まりがございますものですから、原子力発電施設への核物質

防護対策のさらなる強化に取り組んでいきたいというふうに思ってござい

ます。  
  個別に申し上げますと、１８年度予算の新規で大きく立てたところ２つ

ございまして、高経年化対策と、もう１つは保安院の検査官の訓練設備の

整備事業でございます。  
後ろの資料２１ページをご覧ください。新しい検査制度の導入に伴いま

して、本検査官が実際に見て触る機会というのが減ってくるということが

指摘されてございます。こうしたものですから、検査官が原子力施設の各

設備、装置に関しまして検査するポイントでありますとか、あとは具体的

なデータの評価の仕方であるとか、そういうものを実践的に学べる施設を

整備したいということでございます。これは今まで日本になかったもので

ございまして、日本で初めてつくるものです。海外、諸外国では自前で持

っているという訓練設備を、このたび新たに私どもの日本においても作ろ

ううということで、１４億円新規に立てさせていただいております。  
  ポイントの２つ目でございますが、高経年化対策でございまして、３９

ページをごらんいただけますでしょうか。こちらの方、高経年化対策の調

査のための基盤整備事業ということでございまして、具体的な事業内容は

４０ページに書いてございますけれども、高経年化対策のための配管減肉

の評価でありますとか、経年劣化事象の発生要因またはそのメカニズムの

解明・究明を行うということでございます。原子力学会などでも７２の項

目が指摘されているところでございますけれども、それらに関しまして、

必要な大事なところから順次対応をしていくということ。それにより保

守・補修技術も実証していきたいというふうに思っております。また、産

学官連携によりましてデータベースを作っていきたいということでござい

ます。経年劣化の事象でありますとか進展の状況、これらにつきましてデ

ータベースを作っていくということでございます。産学官による連携とい

うことでございますけれども、これは地元の地域、発電所の立地地域のそ

れぞれの有力な大学等々がございます。そういうところとの知見なんかも

活用させていただきながら進めさせていただきたいと思っている事業でご

ざいます。  
  ポイントだけの説明になってしまいましたが、以上で保安院関係のご説
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明を終わります。  
（近藤委員長）はい、ありがとうございました。  
  ご質問、ご意見あれば。たくさんあるから、重要なところだけ。  
  町委員。  
（町委員）まず、推進の方でお聞きしたいのは、ウラン濃縮です。国際的に

も国際供給保障の検討が話題になっています。日本としては今後５倍の性

能を有する遠心法を開発・利用していくとしているが、最新のロードマッ

プと現状を教えてもらいたい。  
  もう１つ、人材養成というのは極めて大事ですけれども、地域の民間の

人材育成については、メンテナンスの専門家の訓練などは民間事業者がや

っているものが当然あると思うので、国がやることについてはその理由づ

けをして、民間とうまく組んでやっていっていただきたいと、その辺はど

う計画しているのかお聞きしたいんですね。  
  それから、安全関係ではアジア地域を対象とした原子力安全分野の国際

協力を充実させる計画とありますが、原子力委員会もアジア原子力協力を

やっているんです。ポイントだけで結構なんですけれども、具体的な協力

内容と、アジアのニーズに的確に応えているのか、その辺をお聞きしたい

と思います。  
（原子力政策課野田企画官）まず、１点目の濃縮技術のロードマップでござ

いますが、詳しくは担当課の方から説明にお伺いさせようかなと思います

が、１８年度以降カスケード試験をやりまして、実際この新型の遠心分離

機の導入というのが大体平成２２年頃だと聞いております。したがってそ

のカスケード試験のデータが十分反映できるというような、試験研究と実

用化、この流れとしては一応うまく進んでいるというところかなと思いま

す。具体的には後ほどまたご説明にお伺いしたいと思います。  
（町委員）これ事業者の話なんでしょうけれどもね、実際に今日本で必要と

している濃縮ウランの量の、今は１０％程度しか日本で濃縮できていない

わけですね。将来の自給率についても政策的に考えていかなきゃいけない

でしょうし、それを事業者が実現していくための政策が必要だと思います。 
（原子力政策課野田企画官）はい、わかりました。それも合わせてご説明に

お伺いしたいと思います。  
  それから、原子力人材の方の官民分担のご指摘でございますが、実際に

事業者の方でも、ご指摘のとおり、こういった訓練制度を設けております。

ただ、やはり事業者の方でやる範囲というのが、事業者の子会社ぐらいま

でということでございます。一方で実際のメンテナンスの現場では実際に
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は三次、四次、場合によっては五次までの下請けというのが実際に発生し

てきまして、いわゆる下部の方の下請けといいますと地元の企業が多くな

ってくるんですが、電力会社の方もそこら辺の訓練までは手が届かないと

いうことがございます。我々の事業としてはこういった下請け構造の下部

の方の地元の企業、そういったところの資質の向上ということをねらいた

いなと思ってやってございます。  
  実施にあたっては、当然そのエリアの電力会社、そういったところの協

力を得ながらやっていきたいと思いますし、また、それぞれ地元の産業構

造が違ってございますので、そういった産業構造に適した、地元からのニ

ーズに合わせた形で運用していきたいと、そういうふうに考えてございま

す。  
（原子力安全・保安院企画調整課高橋課長補佐）安全に関する国際協力、特

にアジアとの協力の関係でございますが、これに関しましては毎年５０名

程度研修生を招聘いたしまして、国内で研修をやっているということでご

ざいます。これ平成１４年からやってございまして、平成１８年が終期と

いうことになってございます。  
  この事業は、１８年が終期でございますけれども、今後の研修のあり方

につきまして新たに予算を立ち上げまして、数千万円の予算ではあるんで

すが、新たにオーバーラップする形で立ち上げまして、今までの研修の成

果は何だったのか、中国もしくはアジアの地域にとってのメリットは何が

あり、また日本の電力会社にとってのメリットは何なのかということをじ

っくりと検証いたしまして、これからの１９年度以降の第２フェーズに向

けての研修のあり方について議論をしていくという格好で対策を設けてご

ざいます。  
  したがいまして、今後引き続き中国、アジアとの安全交流というのは非

常に重要になってくるとは思いますけれども、より効率的な形で１９年度

以降実施できるように考えたいと思っておるところでございます。  
（近藤委員長）ほかに。齋藤委員長代理。  
（齋藤委員長代理）１つは、広聴・広報の予算が結構減額になったというこ

とでございます。やはり国の財政状況が極めて厳しい訳ですが、文部科学

省においても同様な広聴・広報の予算がついている訳です。それから、電

力とか関連事業者もそれぞれいろいろな広報活動をされている。それらを

全体的に見て、全体として効率的、効果的にやっていくことが求められる

のではないかと思います。今までお金があるときはダブってやってもいい

んじゃないかという考えもあるのかも知れませんけれども、これだけ絞ら
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れてきているわけでありますから、縦割り的ではなくて、全般的に見て効

果的な方法でやっていただきたいと思います。その辺もっと効率よくやる

方法があるのではないかと私自身感じたところもありますので、ここでは

細かい議論はいたしませんが、そういうところを考えていただきたいと思

います。  
  もう１つは、先ほど安全の方で技術情報基盤データ整理、データベース

の整理という話で、地方の大学にもやっていただくというお話ございまし

たが、それはそれで大変結構だと思います。一方、このようなものはどこ

かが参謀本部でしっかりと見てないと、これまたどこに役に立つんだとい

う話になりますし、ダブってやってもしょうがないというようなところも

あります。その辺の総括は原子力安全基盤機構かどこかが総括的に見ると

いう形になるのですか。  
（原子力安全・保安院企画調整課高橋課長補佐）はい。それでは、まず高経

年化のネットワークの件でございますけれども、こちらにつきましては委

託事業でございまして、国、保安院の原子力発電検査課がきっちりと事業

見させていただくということでございます。ただ、我々だけでもどうして

も手が回らないところもあるので、ＪＮＥＳ（原子力安全基盤機構）さん

などの力もお借りしながら進めていくという体制を組んでございます。  
  どこと連携をとるかにつきましては、今後公募的なものを導入いたしま

して、いいものをもっているところから吸い上げまして、よりいいデータ

ベースをつくっていきたいというふうに思っておるところでございます。

いずれにいたしましても、委託事業でございますので、国が自らがっちり

としてやるということで考えてございます。  
（齋藤委員長代理）それは、しかし、全体として把握して、有用なデータベ

ースをしっかり作り上げ、だれでも使えるようにすることが大事な訳です。

そこまで原子力安全・保安院でされるわけですか。  
（近藤委員長）最近はネットワーク社会では参謀本部を置かないでむしろネ

ットワークの中での相互交流が、高いレベルのアクティビティーを維持す

るというようなビジネスモデルもありますから、必ずしも参謀本部が必要

だということではないんだと思いますけれども。全体として効果的で効率

的なと、そこがポイントで、それは参謀本部がいいのか、マルチにそれぞ

れが問題意識をもった当事者間のネットワークを強化していくということ

で達成していくのか、それは関係者でお考えいただくことかと私は思いま

すが。  
  どうぞ。  
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（木元委員）今おっしゃったとおりで、委託した先が１つのマニュアルにし

たがってずっとやってきたのが今までの例なんですね。でも、そうではな

くて、私が長年提唱しているのは、広聴・広報活動は、高経年化の問題に

しても立地の問題にしても、すべての点で広聴・広報活動を行うことが必

要だということです。その場合、ケースケースによって、広聴・広報のあ

り方とか、その中身とかが違ってきます。つまり、どういうやり方をした

ときに相互理解ができるのかというのは、地元の意見をまず吸い上げて、

地元が何を要求しているかを確認してから広報をしていかないと、お互い

何も見えてこないんですね。  
  今委員長もおっしゃったけれども、みんな、いろいろなネットワークを

持っていますから、やはり予算を出す側の方がちゃんとチェックしていか

ないと、「はい、やれ。」という形はもう通用しないというのが現状ですね。

多分齋藤先生もそのことを頭においてらしておっしゃったんだと思うんで

すけれども。そこの部分をしっかり見張っていかないと。  
  それと、広報したからそれでいいではなくて、効果はどうだったのかと

いうのを正直にチェックしていただきたいと思うんです。  
（近藤委員長）ちょっと図に乗って申し上げちゃうと、今の広聴・広報の話

ですけれども、やはり事業者と推進行政、規制行政というのは変な言い方

かもわかりませんけれども、それぞれミッションが違う、説明責任が違う

んですね。だから、そういうのは必ずしも連携できない、してはいけない

のかもしれない。最近ずっとお話伺っていますと、規制側の顔は最近少し

ずつ地元で見えてきていますねと。だけれども、政策の説明責任が果たさ

れているようには思いませんと言われて、私どものことを言われたのかな

と思いつつ話を聞いたんですけれども。これはやはり地域社会において原

子力施策を説明する責任はどこにあるんだ、原子力委員会なのか、それと

もエネルギー施策、原子力施策という意味で経済産業省が責任を負うのか、

そこのところを、それぞれ責任はあるといたしましても、少しきっちりと

すみ分けていく必要があると思いました。政策推進行政者の顔の見えるこ

とが非常に重要な時代ですので。  
  そこのところをまずつめた上で、説明責任の観点からどういうことをや

ればいいのかということについて、そのプロセスというか手続というか方

法論を、木元先生がおっしゃったように、相手の聞きたいこと、知りたい

ことをよく伺って設計して説明していく。その構造を設計していただかな

いといかんなというふうに思います。  
  ほかに。前田委員。  
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（前田委員）幾つかあるんですけれども。一番最初にごく簡単な、私の見間

違いかもわからないんですが。２ページで核燃料サイクルのところで、先

ほどのお話でいくと、全炉心ＭＯＸで３８億、ウラン濃縮で２９億、いず

れも若干の減だとおっしゃったんだけれども。３ページの表を見ると、核

燃料サイクル事業の推進は１８年度３１億となっていて、これだと数字が

よくわからない。  
（原子力政策課野田企画官）すみません、若干の減というのは、要求額から

減と。  
（前田委員）ああ、そう。それにしてもトータルが。  
（原子力政策課野田企画官）トータルではその額です。というのは、ウラン

濃縮の方はカスケード試験に移るということで、当初から増額要求を……  
（前田委員）いや、僕が言っているのは、全ＭＯＸが３８億、ウラン濃縮が

２９億とおっしゃった、それから計算すると６０何億になっちゃうんだけ

れども、こちらの１８年度の政府予算、３ページの表では、核燃料サイク

ル関係３１億としかなってないのは。これ何か僕の見間違いですかな。  
（近藤委員長）個表を見ていただければ。  
（原子力政策課野田企画官）すみません、こちらの個表の方の整理とこちら

の概要の説明と合っておらず、大変恐縮なんですけれども、大間の全ＭＯ

Ｘの予算は原子力発電関連の方に入っております。  
（前田委員）こっちに入っている、そうですか。  
（原子力政策課野田企画官）そういった整理でございまして、恐縮でござい

ます。今後見直しをしたいと思います。  
（前田委員）わかりました。  
  あとちょっと幾つか聞かせていただいていいですか。次世代軽水炉ＦＳ

をやり、２年間やって要素開発にいきますと、そういうお話だったんです

けれども、それは非常に結構だけれども、ここでもう既に何らかの具体的

な技術開発の内容あるいは考えている炉型とかそういうものはある程度も

う描いてこれが始まるのかどうかということが１つ目です。  
  それから、個表の方に入りまして、保安官の訓練のお話がございました

ですね。これはＮＲＣでもやっていることだし、非常に重要なことだとい

うことで私もそのとおりだろうと思うんですが。これは新たにそういう施

設をつくってやられるということなんですね。  
（原子力安全・保安院企画調整課高橋課長補佐）はい。  
（前田委員）恐らくその１４億というのは初年度予算で、これだけでは足り

なくて、これからも続いていくと。  
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（原子力安全・保安院企画調整課高橋課長補佐）はい。  
（前田委員）どの程度のことを訓練施設としてお考えなのかというのを聞か

せていただきたいと思います。  
  それから、ずっと後の方にいって、高経年化対策絡みで、データベース

の整備ということをおっしゃった。これは私も非常に大事なことだと思う

んですが。私の感覚だけでいいますと、日本は従来から予防保全的に取り

替え取り替えをやってきたということもこれあり、あるいはその他の理由

もあり、データベースのデータそのものが割合貧弱なんじゃないかなとこ

う思っていまして。こういうことに取り組まれるというのは非常に結構だ

し、地元産学官の協力でやるということを非常に大事なことだと思います

ので、これは要望というかコメントですけれども、ぜひきちんと進めてい

ただきたいと思います。これはこれから恐らくリスクベースの規制とかい

ろいろなものの基礎になる話だと思いますので。  
  それと関連しますけれども、後の方で再処理施設の保守管理、技術調査

と出てきますね。これも、東海の再処理の方のこういった技術的なデータ

がどの程度整理されているのか私よく知りませんが、商業規模の大きなも

のというのはこれから始まるわけなので、こういった商業規模の大きな再

処理施設についても今後少し長期的な保全計画という観点からこれはどう

いうような技術調査をやっていくのかという当初の計画というものをきち

んとつくって取り組んでいただきたいと、このように思います。  
  以上です。  
（原子力政策課野田企画官）１点目、次世代軽水炉のフィージビリティスタ

ディですが、現時点ではどういった次世代炉にするのかというそういった

方向性はまだございませんで、１から議論をしていこうと考えております。

いろいろな海外での状況等を調査をしつつやっていこうと思っております。

アメリカタイプのパッシブ型とヨーロッパのＥＰＲのようなアクティブで

がちがちに固めたような炉と世の中にいわゆる次の世代でもう開発にかか

っているところは２種類あるんですけれども、じゃあ日本はどうするかと

いうことも含めて今後議論していきたいと、そういう状況でございます。  
（前田委員）２０３０年ぐらいからリプレイスするのに間に合わせようと思

うと相当がんばらないと間に合わないという気がしますけれども。  
（原子力政策課野田企画官）はい、大車輪でやろうと考えております。  
（原子力安全・保安院企画調整課高橋課長補佐）それでは、訓練施設でござ

いますけれども、私どもとしては２年間の事業で、来年度も同じ程度の規

模を確保したいと考えてございます。事業の進捗などを見ながら若干変化
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すると思いますけれども、大体そんな感じで考えてございます。  
  具体的な内容ですが、実はモップアップをつくりまして、特に危なさそ

うなところ、特に気をつけて見なきゃいけないポイントなどをきっちり研

修していくということでありますとか、あとは非破壊検査機なんか非常に

特殊な使い方をするもの、データの見方にコツがいるようなもの、こんな

ものを実践的に訓練し、能力を上げていきたいというふうに考えておりま

す。  
  データベースの件につきましては、ありがとうございます。きっちりと

今ご指摘あったことを踏まえて進めてまいりたいと思います。  
  再処理関係の事業につきましても、新規予算でございまして、来年度か

ら始まる予算でございまますので、当然始める前にきっちり計画を立てて

委託をしていくということになりますので、その部分でできる限りきっち

りポイントを押えた形で進めていきたいというふうに思ってございます。  
（近藤委員長）ちょっとだけ確認します。データベースについては、本当は

火力が極端な場合は事後保全的なアプローチすらとっているわけで、寿命

に関するデータが一番多いんですよね、有用なデータが。ですけれども、

それはすこぶる各社のノウハウに依存するところで、彼らは多分公表しな

い、公開ベースの作業についてはつき合わないということなんだろうと思

うんですね。それは競争の時代だからしょうがないと思ってあきらめるの

がいいのか、しかし、よく考えてみると、長い目で考えれば、事業者にと

ってもいいことになるはずなんだということで何らかの方法でご協力いた

だくということも考えることがあるべしと私は思うんですが。また妥協案

として、経緯について匿名性のあるデータを処理して合理的な判断基準に

あてていくことについても少し検討しないと。国際的な商用データベース

は多くの場合そういう格好になっているんですね。日本はやや透明性が強

調されすぎちゃって、透明でないのは一切だめとして結果としてみんなで

損しているというそういう構造があるので、そこのところをどういうふう

にのせていくかということを少し検討されたらいいのかなというふうに、

これは感想として申し上げました。  
（原子力安全・保安院企画調整課高橋課長補佐）その件につきましては私ど

もも同じ問題意識を持ってございまして、実はちょっと話が若干混乱する

かもしれないんですが、２５ページをごらんいただけますでしょうか。こ

ちらの方で原子力発電施設等社会安全高度化委託費という事業がございま

すけれども、この中では実は原子力発電所の中での話というものに加えて、

６．の（２）のところに書いてございますけれども、例えば１例として原
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子力分野に限らない巨大な化学プラントでありますとか、そういうところ

での得られたトラブル事例なんかも集めていきたいというふうに思ってご

ざいます。  
  この２５ページにある事業と高経年化の事業というものについては若干

データベース的なものを整備するのですが、位置づけが若干違いまして、

こちらの方はかなりサイエンティフィックに、かなり技術的な側面を研究

する。高経年化の方はポータルサイトというべきものを考えておりまして、

いろいろなところにいろいろなデータが散らばっているという現象がある

ものですから、それをきっちりとつなぐというような形で考えていきたい

と、若干話を複雑化、混乱化させてしまうかもしれませんけれども、そう

いうふうに考えてございます。  
（近藤委員長）それでは、木本先生、何か追加することございますか。  
（木元委員）いえ、特にございません。  
（町委員）では、１つ、経年劣化の対応を、再重点でやっていくということ

ですが、研究の中で寿命予測法、材料の特性などいういろいろな成果が出

てくるでしょうが、そういう成果をすぐれた材料開発につなげて次世代の

炉の材料として役立てることも非常に重要だと思う。  
  それから、経年劣化は日本だけの問題ではなく、国際的に各国で研究さ

れている重要な問題なので、データベースには国際的な情報を活用すべき。

研究も国際協力を日本のイニシアチブで開始することなどを考えることも

必要だと思います。  
（近藤委員長）はい。それでは……  
（齋藤委員長代理）ちょっと近藤委員長のお話につけ加えますと、実際に幾

つか今までの事例を知っているので申し上げますと、例えば、国の機関が、

材料の問題で研究開発をやって貢献しようとしても、民間の方が何に困っ

てどこが問題かという本当に細かいことまで出してくれるかというと、こ

れはなかなか出ないんです。それは民間各社のノウハウの問題もあるでし

ょう。だから、どこまで本当にお互いに協力してできるかというのが、あ

る種根本的な問題なのです。  
  材料の話が今出ましたけれども、燃料被覆材１つについても各社それぞ

れ開発をやってきているわけで、何かトラブルが発生したからと言って、

根本的なデータ全部を公開するかといったら、それはしないでしょう。し

たがって、そういう現実があるところ、いかに効率的、効果的にできるか

というところをよくお考えいただきたいと思います。  
（近藤委員長）それでは、以上でヒアリングを終わります。ありがとうござ
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いました。  
 
 

（４）その他  
 
（近藤委員長）では、その他の議題。  
（戸谷参事官）その他特にございませんが、日程的な点だけ申し上げますと、

来週の定例会議は３１日火曜日、議題は調整中でございます。  
（近藤委員長）ほかに。よろしゅうございますか。  
  では、きょうはこれで終わりにしたいと思います。ありがとうございま

した。  
 


